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イベント割込みによる業務プロセスの
伝票不整合リスク改善手法
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概要：著者らは，これまでの一連の研究で，業務プロセスの伝票の突合せ状況から伝票不整合リスクを判
定するアセスメント手法を提案し，伝票不整合リスクの低い業務プロセスは，伝票改ざんを検知できる可
能性が高いので内部脅威対策として有効であることも示した．また，このアセスメント手法で伝票不整合
リスクが高いと判定された業務プロセスに対して業務プロセスの最後にイベントを追加して伝票不整合リ
スクの低い業務プロセスへ改善する手法も提案した．本論文では，業務プロセスの途中にイベントを割り
込ませて改善する手法を提案する．この改善手法は，業務プロセスの最後にイベントを追加する場合も含
め，業務プロセスの途中にイベントを割り込ませて改善する．これによってアセスメント手法の実用性を
さらに向上させた．
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Abstract: Business processes can be assessed by checking transaction documents for inconsistency risks and
can be classified into two categories (a low reliable business process and a high reliable one). We proposed an
assessment method for inconsistency risks of transaction documents in business processes and also a method
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1. はじめに

経営者が，内部統制の観点から信頼できる業務プロセス

を構築するとき [1], [2], [3]，これまでは公認会計士などの

専門家の知識や経験によっていた．
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著者らは，公認会計士の会計監査における監査手法の 1

つである伝票突合せが，業務プロセスの中にあらかじめ組

み込まれていると，取引のミスや不正のリスクを事前に軽

減できる可能性が高いので，業務プロセスの信頼性を高め

ることができると判断した [4], [5]．そして，業務プロセス

の信頼性の 1つの基準を，「業務プロセス上で発行される

取引のすべての伝票が突合せされている」ことと定めて，

業務プロセスの伝票突合せモデルを構築し，伝票突合せ不

整合リスクを数理的に判定するアルゴリズムを示して，こ

の基準に沿った業務プロセスの信頼性をアセスメントする
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手法を提案した [8], [9]．

本アセスメント手法は，業務プロセスの伝票突合せ状況

を業務プロセスダイアグラムでモデル化して，初期の伝票

突合せ状況を伝票突合せ行列に設定し，伝票不整合リスク

をアルゴリズム（Floyd-Warshallアルゴリズム [6]）を使っ

て推移的閉包を計算し判定する手法である．実務で使われ

ていると思われる業務プロセスにアセスメント手法を適用

して，専門家の知識や経験だけに依存しないで，業務プロ

セスの信頼性を客観的に議論できることを示した [8], [9]．

また，同時に伝票不整合リスクの低い業務プロセスは，伝

票改ざんを検知できる可能性が高いことから，情報セキュ

リティ上の内部脅威対策にも有効であることを示した [16]．

さらに，このアセスメント手法で伝票不整合リスクが高

い，つまり信頼性が低いと判定された業務プロセスを，不

整合リスクの低い，信頼性の高い業務プロセスへ，業務プ

ロセスの最後にイベントを追加することで実現する改善手

法の 1つを提案した [17]．

しかし，この改善手法には業務プロセスの最後にイベン

トする追加するという制約があり，業務プロセスの途中に

イベントを割り込ませて改善する場合は試行錯誤によって

いた．そこで本論文では業務プロセスの途中にイベントを

割り込ませて改善する手法を提案する．これにより，業務

プロセスの信頼性を判定するだけでなく，試行錯誤によら

ずに業務プロセスの信頼性を改善する様々な割込みイベン

ト候補を提示できるようになり，アセスメント手法の実用

性をさらに向上させた．

本論文の構成は，2章の「関連研究」で信頼できる業務

プロセスの構築についての従来の取り組み・研究について

述べる．そして，3章で著者らがすでに提案している「業

務プロセスの信頼性のアセスメント手法」を，手法で用い

ている業務プロセスダイアグラムと伝票不整合リスク判定

アルゴリズムとあわせて説明し，仕入業務プロセスに適用

した例を示す．4章で「イベント割込みによる業務プロセ

スの伝票不整合リスクの改善手法」を，改善の方針，方法

について述べ，改善手順にまとめて適用例を示した．最後

に，5章で「結論」をまとめる．

2. 関連研究

従来，信頼できる業務プロセスの構築について，内部統

制実施基準 [10]やシステム管理基準追補版 [11], [12]など

で，取引に係る業務の流れ図や業務記述書を作成してリス

ク分析を行い，識別されたリスクに対して対策を実施する

手順が示されている．これに沿って，公認会計士などの専

門家が，専門家の知識や経験に基づいて信頼できる業務プ

ロセスの構築を支援している [1], [2], [3]が，業務プロセス

の信頼性を客観的に判定するのは難しい．

また，財務報告の監査において用いられる様々な監査手

法には，帳簿や伝票を突合せ照合して取引の実在性を検証

する手法がある [5]．実用的で有用な手法であるが，伝票突

合せ状況をモデル化して客観的に議論はされていない．

業務プロセス研究の分野では，文献 [13]は，法律から権

利や義務を抽出する系統的なプロセスを与えており，客観

的に分析するアプローチは，本研究と一致するが対象とす

る領域が異なる．文献 [14]は，リスク管理を扱うフレーム

ワークを与えているが，一般的なリスクに対応しており業

務プロセスの議論は不十分．文献 [15]は，内部統制のリス

クと統制の厳密な対応に関する研究であるが，伝票に着目

する本研究と立場が異なる．文献 [7]は，取引に係る内部

統制を，実務で行われているドキュメントの突合せに着目

して議論しているが，業務プロセスの信頼性には言及して

おらず本研究と異なる．著者らの手法のように，特にすべ

てのドキュメントの突合せをモデル化し，業務プロセスの

リスクを科学的，客観的に議論した例を，著者らは入手で

きていない．

著者らの一連の研究は，具体的な実務上の観点から業務

手順書や業務プロセスを科学的，客観的に分析してモデル

化し，実務的な観点から評価しているところが，従来の研

究にはない新しさと考える．本論文では，さらに，業務プ

ロセスの途中にイベントを割り込ませて改善する手法を提

案し，アセスメント手法の実用性をさらに向上させた．次

章以降，著者らがすでに提案している「業務プロセスの信

頼性のアセスメント手法」から順を追って説明する．

3. 業務プロセスの信頼性のアセスメント手法

3.1 業務プロセスダイアグラム

業務プロセスダイアグラムは，企業の取引業務にともな

う業務イベントと，取引業務で発行される伝票の保管状況

および伝票突合せをモデル化したダイアグラムである．

3.1.1 業務プロセスダイアグラムの要素と表記法

業務プロセスダイアグラムは，以下の要素で構成される．

•「部門」：分担して作業を実施する主体．
•「タイムライン」：上から下へ流れる時間．
•「イベント」：決められた順序で，ある部門から他の部
門へ伝票を送受信する事象．

•「伝票（document）」：作業の指示や，実施した作業結

果を記載したドキュメント．

•「保管伝票（stored documents）」：その部門が送付，受

信した伝票．

•「部門の伝票突合せ集合（vouchered documents）」：受

信した伝票と，それまでにその部門が保管していた伝

票の組

「部門」「イベント」「伝票」「保管伝票」「伝票突合せ集

合」は，以下のように記号化して定義する．

• 部門 a，b ∈ Div（Divは部門全体）

• イベント en(a, b) ∈ E（Eはイベント全体）

：n番目に，部門 aから部門 bへ伝票を送受信するイ
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図 1 業務プロセスダイアグラム

Fig. 1 Business process diagram.

ベント（en と省略できる）

• イベント順序 n ∈ N（Nは自然数）

• 伝票 dn ∈ Doc（Doc：伝票全体）

：イベント en(a, b)で送受信する伝票

• 保管伝票 Sn(a)

：イベント en の後で伝票を受信した部門 aがこれま

でに送受信した伝票

• 部門 aの伝票突合せ集合 Vn(a)

：イベント en（-，a）で伝票 dn を受信した部門 aの

保管伝票 Sn(a)（Vn と省略できる）

業務プロセスダイアグラムの表記を，図 1 に示す．

3.1.2 業務プロセスダイアグラムの前提

業務プロセスダイアグラムで表現している取引業務の実

務を想定して，業務プロセスダイアグラムの前提をまと

める．

業務プロセスダイアグラムは，作業者の作業ミスや不正

に注目しているので，伝票の送付中や保管中に伝票は書き

換わらない前提とする．つまり，同一取引の送信伝票と受

信伝票は，同一と見なす．

次に，業務プロセスのイベント順序の前提をおく．企業

内の業務は責務の分離の原則から指示のない作業は実施し

ないので，業務プロセスダイアグラムにおいて，業務プロ

セス開始のイベントを除いて，伝票を受信していない部門

がイベントを始動して伝票を送付することはできない前提

とする．なお，業務イベントは，同一部門が複数回連続し

て実行でき，連続して実行する間，他の部門は業務イベン

トを実行できない．また，複数回連続の業務イベントの次

に業務イベントを実行できる部門は 1つだけとする．つま

り，業務イベントは，いつも決まった順序で決定的に実施

される．

3.2 伝票不整合リスク判定アルゴリズム

業務プロセスダイアグラムで抽出された伝票突合せ状況

は，各部門で直接的に突合せされた伝票の集合で表される．

図 2 仕入業務プロセスダイアグラム

Fig. 2 Purchase order process diagram.

少し複雑な業務プロセスには，多数の直接的な伝票突合せ

集合があるので，その中から目視で同一伝票を探し出し，

間接的な伝票突合せを見つけ出すのは難しい．図 2 の仕

入業務プロセスダイアグラムを例にすると，たとえば伝票

d4 と伝票 d8 は間接的に突合せされているだろうか？ そ

れには，まず伝票 d4を含む伝票突合せ集合 V6，V7と，伝

票 d8を含む伝票突合せ集合 V8とに，同一の伝票が含まれ

ているか，否かをチェックする必要がある．V6，V7と V8

には，確かに同一の伝票が含まれていないことが分かるが，

それだけでは間接的に突合せされていないといえない．な

ぜなら，V6，V7 に含まれている伝票 di と，V8 に含まれ

る伝票 dj とを含む伝票突合せ集合 Vk があると，di，dj を

介して d4 と d8 は間接的に突合せされていることになるか

らである．このため，V6，V7 に含まれている伝票 d6，d7

と，V8 に含まれている伝票 d1，d2，d5 とを含む伝票突合

せ集合 Vk がないことをチェックしないと間接的に突合せ

されていないことを示すことができない．ましてや，すべ

ての伝票が直接，間接に突合せされているかを目視だけで

判定するのはさらに難しい．

著者らは，業務プロセスダイアグラムで抽出した直接的

な伝票突合せ状況を，隣接行列（伝票突合せ行列）で表現

し，すべての伝票が突合せされているかを，数理的に判定

する業務プロセスの伝票突合せ不整合リスク判定アルゴリ

ズムを示した [8]．

伝票突合せ不整合リスク判定アルゴリズムは，伝票突合

せに推移律が成り立つことに基づいて，伝票突合せ行列の

推移的閉包を Floyd-Warshallのアルゴリズム [6]で算出し

て，すべての伝票が突合せされているかを判定する．

3.3 業務プロセスの信頼性のアセスメント手法

ここまでの説明を整理してまとめると，業務プロセスの
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信頼性のアセスメント手法は，次の (1)～(4) の手順から

なる．

(1) 業務プロセスダイアグラムの作成

与えられた業務プロセスや業務手順書などから，業務プ

ロセスダイアグラムを作成し，伝票突合せ集合 Vi を抽

出する．

(2) 初期値の伝票突合せ行列の設定

伝票数 nから，n次正方行列 Tを作り（i，j）成分をす

べて 0とする．

業務プロセスダイアグラムの伝票突合せ集合 V1，V2，

· · ·，Vm ごとに，Vi の要素となっている伝票 di，dj を

含んでいれば，Tの（i，j）成分に 1を設定する．Tの

対角成分（i，i）は 1とし，1が設定されている成分（i，

j）の対称成分（j，i）も 1を設定する．これを，初期値

の伝票突合せ行列 T0 とする．

(3) 伝票突合せ行列の推移的閉包の算出

初期値の伝票突合せ行列 T0 に，伝票不整合リスク判定

アルゴリズムを適用して，初期の伝票突合せ行例 T0 の

推移的閉包を求め，伝票突合せ行列 Tn とする．

(4) 業務プロセスの信頼性の判定

伝票突合せ行列 Tn の成分がすべて 1のとき，すべての

伝票の突合せが行われており，伝票不整合リスクは低い，

信頼性の高い業務プロセスと判定する．

伝票突合せ行列 Tn の成分に 0があるとき，突合せされ

ていない伝票があり，伝票不整合リスクは高い，信頼性

の低い業務プロセスと判定する．

3.4 仕入業務プロセスへの適用

図 2 で与えられた仕入業務プロセスに，業務プロセスの

信頼性のアセスメント手法を適用する．この仕入業務プロ

セスは，調達部門から仕入先に製品や材料が注文され，仕

入先が納入する製品や材料を倉庫部門が受領し，倉庫部門

が調達部門に検収を上げると，調達部門から支払依頼が経

理部門へ送付され，経理部門はそれに基づいて仕入先に支

払を行う [4]．

この仕入業務プロセスの信頼性のアセスメントの結果

は，以下のようになる．

( 1 ) 仕入業務プロセスダイアグラム作成（図 2）

( 2 ) 初期値の伝票突合せ行列（T0）設定（図 3）

( 3 ) 伝票突合せ行列の推移的閉包（T8）算出（図 3）

図 3 伝票突合せ行列 T0，T8

Fig. 3 Voucher matrix T0, T8.

( 4 ) 仕入業務プロセスの信頼性の判定

仕入業務プロセスの推移的閉包を算出した伝票突合せ行

列（T8）の成分には 0が残っている．図 3 を見ると，伝票

突合せ行列（T8）の d4 の行の成分は（0, 0, 0, 1, 0, 1, 1,

0）なので，列 d1，d2，d3，d5，d8 との成分が 0で，伝票

d4 と伝票 d1，d2，d3，d5，d8 が突合せされていないこと

を示している．このことを図 2 の仕入業務プロセスダイア

グラムに照らして考えると，入庫報告書 d4が，注文書 d1，

納品書 d2，検収報告書 d3，受領報告書 d5，支払書 d8と突

合せされていないので，たとえば，入庫報告書 d4 の数量

と注文書 d1 の数量に不整合があっても検知できない可能

性があり，不整合があると取引の実在性に疑義が生じる．

このため図 2 の仕入業務プロセスは伝票不整合リスクが高

く，信頼性の低い業務プロセスと判定される．

4. イベント割込みによる業務プロセスの伝票
不整合リスクの改善手法

前章の仕入業務プロセスは，業務プロセスの信頼性のア

セスメント手法で，伝票不整合リスクの高い業務プロセス

と判定された．このとき，伝票不整合リスクの低い業務プ

ロセスに改善することを考える．著者らは，業務プロセス

の最後にイベントを追加することで改善する手法をすでに

提案している [17]．

しかし，業務プロセスの最後にイベントを追加するだけ

でなく，業務の効率や部門の負担を考慮して，業務プロセ

スの途中にイベントを割り込ませて改善したい場合がある．

ここでは，業務プロセスの改善方針として，イベントの

割込み（最後にイベントを追加することも含む）により業

務プロセスの伝票不整合リスクを改善する一手法を提案

する．

4.1 伝票不整合リスクの高い業務プロセスの改善方針

業務プロセスは，通常，伝票突合せの観点から設計され

るのではなく，むしろ作業の効率や部門間の分担などを考

慮して設計されている．いったん，出来上がった業務プロ

セスにイベント（業務フロー）を追加・変更するのは，実

務上，容易なことではない．イベント割込みによる業務プ

ロセスの信頼性の改善手法においても，その点を考慮して，

以下の方針に沿って検討することにする．

〈改善方針〉

( 1 ) 業務プロセスに係る部門を増減させない．

( 2 ) 設計されているイベントは変更・削除しない．

( 3 ) 業務プロセスの途中に，イベント（業務フロー）を割

り込ませることで伝票の突合せを改善する（図 4）．こ

れには，業務プロセスの最後にイベントを追加する場

合も含まれている．

( 4 ) 割込みイベントの送信部門は，責務の分離の原則から，

1つ前のイベントの送信部門か，受信部門に限る．
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図 4 イベント割込みによる業務プロセスの改善

Fig. 4 Improving method for business processes.

図 5 伝票を入れ替えた伝票突合せ行列 T8

Fig. 5 Change of voucher matrix T8.

なお，割込みイベントは作業をともなわない報告や連絡を

想定している．

4.2 イベント割込みによる業務プロセスの改善方法

上記の改善方針に沿って，業務プロセスの h 番目

（1 < h � n + 1）にイベント eh を割り込ませて，伝票

の突合せ状況を改善していくことを検討する．

4.2.1 不整合リスクの高い業務プロセスの伝票突合せ行列

不整合リスクが低い業務プロセスは，推移的閉包を算出

した伝票突合せ行列の成分はすべて 1で，互いに突合せさ

れた伝票を要素とする伝票突合せ集合は 1 つになる．一

方，不整合リスクの高い業務プロセスは，推移的閉包を算

出した伝票突合せ行列の成分に 0が残り，互いに伝票突合

せされた集合はいくつかに分かれる．

前章の仕入業務プロセスでは，推移的閉包を算出した伝

票突合せ行列（T8）の伝票を入れ替えて，互いに突合せさ

れた伝票を見やすく整理すると，伝票突合せ集合は，以下

の 2つからなることが分かる（図 5）．

〈d1〉：{d1，d2，d3，d5，d8}
〈d4〉：{d4，d6，d7}

なお，互いに突合せされた伝票突合せ集合を 〈di〉と表記す
る．伝票突合せは同値関係（～）と見なせるので伝票突合

せ集合 〈di〉は di を代表元とする同値類となる．

業務プロセスの h番目にイベント eh を割り込ませて伝

票突合せ状況を改善するとは，いくつかに分かれている伝

票突合せ集合を，イベント ehを割り込ませることで伝票突

図 6 伝票 dh による伝票突合せ集合 〈di〉，〈dj〉 の結合
Fig. 6 Union of voucher sets 〈di〉, 〈dj〉.

合せ集合の数を減らしていくことである．以下からは，伝

票突合せ集合が 2つに分かれている場合を検討する．伝票

突合せ集合がいくつかに分かれている場合も，その中の適

切な 2つを結合して伝票突合せ集合を減らして行けばよい．

4.2.2 伝票突合せ集合を減らす割込みイベント eh

伝票突合せ集合の数を減らすには，異なる伝票突合せ集

合 〈di〉，〈dj〉（i �= j）に含まれるそれぞれの伝票と，割り

込ませるイベント eh で送受信される伝票 dh と突合せされ

るとよい（図 6）．すると，〈di〉，〈dj〉は結合されて 1つの

伝票突合せ集合 〈dh〉に結合されるので伝票突合せ集合の
数は減る．

di～dh，dj～dh ⇒ 〈dh〉 = 〈di〉 ∪ 〈dj〉 ∪ 〈dh〉

このことを，業務プロセスダイアグラムに立ち返って考

えると，伝票突合せは，伝票を受信した部門が，それまで

に部門で保管していた送受信伝票と行われるので，まず，

伝票 dh と 〈di〉の伝票とが突合せされるのは，以下の 1©，
2©のいずれかの場合である．
【伝票 dh と 〈di〉の伝票との突合せが発生するのは】

1© 伝票 dhの受信部門がそれまで（h番目より前）に 〈di〉
の伝票を保管している．

2© 伝票 dh の送信部門，または受信部門が，dh の送受信

以降（h番目より後）に 〈di〉の伝票を受信する．
同様に，伝票 dh と 〈dj〉の伝票とが突合せされるのは，
以下の 3©， 4©のいずれかの場合である．
【伝票 dh と 〈dj〉の伝票との突合せが発生するのは】

3© 伝票 dhの受信部門がそれまで（h番目より前）に 〈dj〉
の伝票を保管している．

4© 伝票 dh の送信部門，または受信部門が，dh の送受信

以降（（h番目より後）に 〈dj〉の伝票を受信する．
このため，異なる伝票突合せ集合 〈di〉，〈dj〉（i �= j）に含

まれるそれぞれの伝票と，割り込ませるイベント eh で送

受信される伝票 dh と突合せされるのは， 1©， 2©と 3©， 4©
との以下の 4通りの組合せである，

【伝票 dh と 〈di〉の伝票との突合せ，かつ伝票 dh と 〈dj〉と
の伝票の突合せが発生するのは】（図 6）

• 1©かつ 3©
• 1©かつ 4©
• 2©かつ 3©
• 2©かつ 4©
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ところが，以上の組合せの中には，伝票突合せ集合 〈di〉，
〈dj〉が異なる伝票突合せ集合（i �= j）であることに矛盾す

る場合が含まれている．たとえば， 1©かつ 4©の組合せで，
1©の伝票 dh の受信部門がそれまでに 〈di〉の伝票を保管し
ていると， 4©の伝票 dh の受信部門が dh の送受信以降に

〈dj〉の伝票を受信することはない．なぜなら，伝票 dh の

受信部門がすでに 〈di〉を保管しており，以降に 〈dj〉の伝票
を受信すると伝票 dh を仲介することなく 〈di〉の伝票と突
合せされ，〈di〉と 〈dj〉が異なる伝票突合せ集合であること
に矛盾する．矛盾する場合を除去するためには， 4©の記述
から「dh の受信部門」を削除する必要がある．

このように矛盾する記述を削除し，さらに，iと j（つま

り伝票 di と dj）は入れ替え可能なので，重複する記述を

避けて整理すると，割込みイベント eh の伝票 dh により伝

票突合せ集合 〈di〉，〈dj〉を結合させるのは，次の 3つの場

合（タイプ）になる．

【割込みイベント eh の伝票 dh による 〈di〉，〈dj〉の結合】
タイプ 1）：

• 伝票 dh の受信部門がそれまで（h番目より前）に

〈di〉，〈dh〉の伝票を保管している
タイプ 2）：

• 伝票 dh の受信部門がそれまで（h番目より前）に

〈di〉の伝票を保管していて，かつ伝票 dhの送信部

門が，dh の送受信以降（h番目より後）に 〈dj〉の
伝票を受信する

タイプ 3）：

• 伝票 dh の送信部門が dh の送受信以降（h番目よ

り後）に 〈di〉の伝票を受信し，かつ伝票 dhの受信

部門が dhの送受信以降（h番目より後）に 〈dj〉の
伝票を受信する

以上を整理すると，伝票突合せ集合を減らす割込みイベ

ント eh（業務プロセスの h番目に割り込むイベント）は，

伝票 dh の送信部門，受信部門が上記のタイプ 1）～タイプ

3）のいずれかの条件を満たすものとすればよい．なお，割

込みする場所 h（1 < h < n + 1）によっては，条件を満た

す割込みイベント eh が存在しない場合があるので注意す

る．ただし，最後（h = n + 1）に追加するイベント en+1

は，タイプ 1）の条件を満たすものが必ず存在する [17]．

4.3 イベント割込みによる業務プロセスの信頼性の改善

手法

これまでの議論を整理して，伝票不整合リスクが高いと

判定された業務プロセスに，イベントを割り込ませて改善

する手法の手順を示す．

業務プロセスの h番目にイベントを割り込ませる業務プ

ロセスの信頼性の改善手法は，以下の（1）～（5）の手順か

らなる．

〈業務プロセスの信頼性の改善手順〉

（1）業務プロセスの伝票突合せ集合の抽出

業務プロセスの推移的閉包を算出した伝票突合せ行列か

ら異なる伝票突合せ集合 〈di〉，〈dj〉（i �= j）を抽出する．

（2）業務プロセスダイアグラムにイベント割込み

業務プロセスの h番目に，以下のタイプ 1）～タイプ 3）

のいずれかの条件を満たすイベント eh を割り込ませる．

割り込むイベント eh の候補が複数あるときには，業務

プロセスのイベントの意味や作業の効率，部門間の分担

などを考慮して適切に選択する．

条件を満たすイベント eh がないときは終了するか，イ

ベントの割込み位置 h番目（1 < h � n + 1）を変えて

（2）を繰返す．

タイプ 1）：

• 伝票 dh の受信部門がそれまで（h番目より前）に

〈di〉，〈dh〉の伝票を保管している
タイプ 2）：

• 伝票 dh の受信部門がそれまで（h番目より前）に

〈di〉の伝票を保管していて，かつ伝票 dhの送信部

門が，dh の送受信以降（h番目より後）に 〈dj〉の
伝票を受信する

タイプ 3）：

• 伝票 dh の送信部門が dh の送受信以降（h番目よ

り後）に 〈di〉の伝票を受信し，かつ伝票 dhの受信

部門が dhの送受信以降（h番目より後）に 〈dj〉の
伝票を受信する

なお，割り込むイベント eh がタイプ 1）～タイプ 3）の

複数の条件を同時に満たすことがある．

（1）の異なる伝票突合せ集合が 〈di〉，〈dj〉（i �= j）の 2つ

で，条件を満たす割込みイベント eh が見つかったとき

は終了．3つ以上のときは，（3）へ進む．

（3）初期値の伝票突合せ行列の設定

イベントを割り込ませた業務プロセスダイアグラムの初

期の伝票突合せ行列を設定する．

（4）伝票突合せ行列の推移的閉包の算出

伝票突合せ行列の推移的閉包を算出する．

（5）業務プロセスの信頼性の判定

推移的閉包を算出した伝票突合せ行列の成分がすべて 1

なら，その業務プロセスはすべての伝票が突合せされ，

伝票不整合リスクの低い，信頼性の高い業務プロセスに

改善されたので終了する．伝票突合せ行列の成分に 0が

残っていれば，（1）に戻って業務プロセスの信頼性の改

善を繰り返し実行する．

4.4 伝票不整合リスクが高いと判定された仕入業務プロ

セスへの適用

前章で信頼性が低いと判定された仕入業務プロセス（図 2）

に，イベント割込みによる業務プロセスの信頼性の改善手
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図 7 改善された仕入業務プロセスダイアグラム

Fig. 7 Improved purchase order process diagram.

法を適用する．

イベント割込みによる業務プロセスの信頼性の改善手法

の適用結果は，以下のようになる．

（1）業務プロセスの伝票突合せ集合の抽出（図 5）

伝票突合せ集合 〈d1〉：{d1，d2，d3，d5，d8}
〈d4〉：{d4，d6，d7}

（2）業務プロセスダイアグラムにイベント割込み（図 7）

ここでは，業務プロセスの 4番目（e4：入庫報告）と 5

番目（e5：受領報告）の間（4<h<5）にイベント ehを割

り込ませて改善することを検討する．イベント eh で伝

票 dh を送信する部門の候補は，伝票 d4 の送受信部門で

ある倉庫と経理である．それぞれの送信部門候補で，タ

イプ 1）～タイプ 3）の条件を満たす伝票 dh の受信部門

の候補を検討すると，イベント eh の候補は以下のイベ

ントとなる．

送信部門 受信部門

タイプ 1） ・経理 ⇒ 仕入先

タイプ 1） ・経理 ⇒ 調達

タイプ 1） ・経理 ⇒ 倉庫

この中から，この業務プロセスを運用する実務者がイベ

ントの意味や作業の効率，部門間の分担などを考慮して

適切に 1つ選択する．

たとえば，ここでは経理から調達へ伝票 dh を送付する

イベント eh の意味を入庫報告の確認として業務プロセ

スダイアグムに割り込ませる．

条件を満たす割込みイベント eh が確定したので，以下

の手順は不要であるが，念のため以下を確認する．

（3）初期値の伝票突合せ行列の設定（図 8）

図 8 改善された業務プロセスの伝票突合せ行列 T0，T9

Fig. 8 Improved voucher matrix T0, T9.

（4）伝票突合せ行列の推移的閉包の算出（図 8）

（5）業務プロセスの信頼性の判定

推移的閉包を算出した伝票突合せ行列（T9）の成分はす

べて 1なので，すべの伝票は互いに突合せされ，伝票不整

合リスクの低く，信頼性の高い業務プロセスに確かに改善

された．

4.5 仕入業務プロセスを改善する割込みイベント eh候補

の一覧

前節では，仮に，仕入業務プロセスの 4番目（e4：入庫

報告）と 5番目（e5：受領報告）の間（4 < h < 5）にイベ

ント eh を割り込ませて改善することを検討した．本改善

手法は，特定の順番によらす，業務プロセスのどの順番の

割込みでも適用可能である．この仕入業務プロセスでは，

割込みする場所 h（1 < h � n + 1）ごとに改善する割込み

イベント eh を検討すると全部で 19通りの割込みイベント

候補がある．これを，業務プロセスダイアグラムの伝票保

管領域の表示を用いて一覧で示す（図 9）．

なお，割込みする場所 h（1 < h < n + 1）によっては，

改善する割込みイベント eh の候補がない場合もある．た

だし，最後（h = n+1）に追加するイベント en+1はタイプ

1）の条件を満たすイベント候補 eh が必ず存在する [17]．

もし，試行錯誤で業務プロセスの不整合リスクを改善す

る以下のイベント候補をすべて抽出しようとすると，割り

込む場所（h番目）ごとに，送信部門候補（2部門），受信部

門候補（3部門）ので 6通りの伝票突合せ行列の設定，推

移的閉包の算出を含む操作が必要になる．そして，割込み

場所（h）は 8カ所あるので，全部で 48通りの伝票突合せ

行列の設定，推移的閉包の算出を含む操作が必要になる．

これに対して，先に提案したイベント割込みによる業務

プロセスの信頼性の改善手法を用いると，伝票突合せ行列

の設定，推移的閉包の算出は不要で，16回，改善手順を繰

り返すだけで済む（19通りのイベント候補の抽出が 16回

の改善手順実行で済むのは 1回に複数の候補が見つかるこ

とがあるためである）．

本手法は，業務プロセスの伝票不整合リスクを論理的に

改善するイベント割込みの候補を効率的に抽出することが

できる．しかし，抽出された割込みイベントの候補から，

それぞれの現場での業務プロセスにおいて，適切な割込み

イベントを決定することは，実務者の判断に委ねられる．
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図 9 業務プロセスを改善する割込みイベント一覧

Fig. 9 List of events for improving business process.

すなわち，実務者は割込みイベントの意味や作業効率，部

門間の分担などを考慮して決定する必要がある．本手法に

よって，論理的に最適な割込みイベントを自動的に決定で

きるのではなく，最終決定は実務者の判断に負うという限

界がある．

5. 結論

経営者が，内部統制の観点から信頼できる業務プロセス

の構築するとき，業務プロセスの信頼性には客観的な基準

がないので，公認会計士などの専門家の知識や経験に頼ら

なければならなかった．これに対して，著者らは，取引の

実在性に係る「業務プロセスの信頼性」の 1つの基準を，

「伝票の突合せによる整合性」と定めて．この基準に沿っ

てモデル化し，科学的，客観的なアセスメント手法を提案

し評価した [8], [9]．また，このアセスメント手法で信頼性

が低いと判定された業務プロセスを，信頼性の高い業務プ

ロセスへ，業務プロセスの最後にイベントを追加すること

で実現する改善手法の 1つを提案した [17]．

本論文では，さらに，業務プロセスの途中にイベントを

割り込ませて改善する手法を提案し，これにより，業務プ

ロセスの信頼性を判定するだけでなく，試行錯誤によらず

に業務プロセスの信頼性を改善する様々な割込みイベント

候補を効率良く提示して，アセスメント手法の実用性をさ

らに向上させた．

本研究は，業務規則や業務プロセスに基づいて作成され

るドキュメントを分析することで，業務規則や業務プロセ

スで確保したい性質の品質評価を目指している．本論文に

おいて，業務プロセスの信頼性を改善する様々な割込みイ

ベント候補が提示できるようになったが，反面，数多くの

候補の中から現場に最適なイベントを選択するのが負担に

なることが考えられる．今後，アセスメントツールなどを

整備して容易にできるようにしていきたい．
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